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採用と大学改革への期待に関するアンケート

調査対象
経団連全会員企業（1,480社）

各都道府県の地方別経済団体に加盟する経団連非会員企業

調査期間 2021年８月４日～10月１日

調査方法 電子メールによる調査票送付、回収

回収企業数

回答企業数 381社
【内訳】
経団連会員企業 335社（回答率23%）
経団連非会員企業 46社

１

調査概要

 政府では、ポストコロナを見据えた新しい大学教育のあり方や、大学の研究力強化、ガバナンス改革、地
方創生に資する地方大学の実現など、大学改革に関する様々な議論が行われている。

 かかる状況を踏まえ、経団連として、企業の求める人材像や採用動向、わが国の大学に求められる改革、
さらには産学連携に関する考えや取組状況を把握し、提言「新しい時代に対応した大学教育改革の推
進」の取りまとめに向けた検討の参考に供すべく、アンケートを実施。



２

回答企業に関する基礎情報

 回答企業のうち、製造業46.5％、非製造業53.5％
 従業員規模1,000人以上が70.6％（うち5,000人以上が33.6％、1,000人～4,999人が
37.0％）。300人以上1,000人未満が20.2％、300人未満が9.2％。

<業種>

2.1%
7.1% 8.1% 12.1% 37.0% 33.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答社数

(n=381)

99人以下 100人～299人 300人～499人

500人～999人 1,000人～4,999人 5,000人以上

<従業員規模>

製造業

46.5%非製造業

53.5%

2.6%
10.5%

2.6%
1.1%
1.3%
4.2%

20.2%

3.9%
0.3%
0.5%

7.6%
3.4%

4.5%

7.1%

8.7%

11.0%

1.6%
8.9%

【製造業】(n=177)

【非製造業】(n=204)

食料品
繊維製品､紙・パルプ､化学
医薬品
石油・石炭製品
ゴム製品､ガラス･土石製品
鉄鋼､非鉄金属､金属製品
機械､機器
その他製品

農林･水産業

鉱業

建設業

電気・ガス業

運輸､倉庫・運輸関連業

情報･通信業

卸売･小売業

銀行･証券･保険業､その他金融業

農林･水産業
鉱業
建設業
電気・ガス業
運輸､倉庫・運輸関連業
情報･通信業
卸売･小売業
銀行･証券･保険業､その他金融業
不動産業
その他サービス業等

回答

381社



第Ⅰ部：企業の求める人材像と採用動向

３



１．採用の観点から、大卒者に特に期待する資質・能力・知識

４

 特に期待する資質として、回答企業の約８割が「主体性」、「チームワーク・リーダーシップ・協調性」を挙
げた。変化の激しい人生100年時代を迎え、「学び続ける力」と回答した企業が４割近い。

 特に期待する能力として、「課題設定・解決能力」、「論理的思考力」、「創造力」が上位。いずれも
Society 5.0において求められる能力として、産学協議会で産学間で認識が一致したもの。

 特に期待する知識として、「文系・理系の枠を超えた知識・教養」が最も多く、リベラルアーツ教育や文理
融合教育を重視した教育の実践が重要。専門教育の重要性も認識。

<特に期待する資質＞ ＜特に期待する能力＞ ＜特に期待する知識＞

注：資質・能力・知識についてそれぞれ３つまで選択可能

84 .0%

76 .9%

48 .1%

36 .2%

18 .4%

10 .9%

10 .4%

8 .2%

4 .5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

主体性

チームワーク・

リーダーシップ・協調性

実行力

学び続ける力

柔軟性

倫理観

精神力・忍耐力

社会性

その他

(n=376)

80 .1%

72 .1%

42 .6%

35 .9%

35 .1%

13 .8%

8 .8%

4 .5%

2 .7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

課題設定・解決能力

論理的思考力

創造力

傾聴力

発信力

情報活用能力・

データ分析力

異文化理解力

外国語能力

その他

(n=376)

84 .7%

75 .8%

61 .8%

34 .4%

16 .4%

6 .2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

文系・理系の枠を

超えた知識・教養

専攻分野における

基礎知識

専攻分野における

専門知識

数理・データサイエンス・

AI・ ITに関する専門知識

専門資格

その他

(n=372)



5.3%

23.7%

17.8%

19.9%

9.0%

8.2%

4.8%

2.9%

3.5%

1.3%

1.9%

1.6%

1.6%

8.4%

10.3%

15.6%

11.1%

10.8%

4.2%

3.2%

2.4%

1.1%

1.3%

30.1%

0% 10% 20% 30% 40%

今後５年程度先のトレンド

(n=379)
過去３年程度のトレンド

(n=376) 新卒者：既卒者

0%10%20%30%40%

１０： ０

９ ： １
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５ ： ５
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２ ： ８

１ ： ９

０ ：１０

未定

５

 「新卒者：既卒者」の採用割合について、「過去３年程度のトレンド」では「９：１」が最も多いのに対し、
「今後５年程度先のトレンド」では、「未定」と回答した企業を除くと、「７：３」が最多。概して、既卒者
採用の割合を増やす傾向が見て取れる。

 今後５年程度先を見通した新卒者と既卒者の採用割合の方向性について、「未定」の企業を除くと、
44％の企業（115社）が「新卒者の採用割合を減らし、既卒者の採用割合を増やす予定」と回答。

＜新卒者と既卒者の採用割合＞ ＜今後５年程度先を見通した新卒者と既卒者の採用割合の方向性＞

注：資質・能力・知識についてそれぞれ上位３つを選択

注：今後５年程度先の新卒者と既卒者の採用割合について「未定」と回答した企業を
除いて集計

43.7% 46.8% 9.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答社数

(n=263)

新卒者の採用割合を減らし、既卒者の採用割合を増やす予定の企業

新卒者と既卒者の採用割合を変えない予定の企業

新卒者の採用割合を増やし、既卒者の採用割合を減らす予定の企業

２．新卒者・既卒者の採用動向（１）採用割合（過去３年程度、今後５年程度先のトレンド）



90.5%

32.7%

41.1%

3.8%

78.7%

55.2%

51.9%

18.8%

92.7%

50.0%

26.8%

91.4%

54.0%

43.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

これまで実施新卒者 (n=370)

今後５年程度先実施新卒者 (n=362)

これまで実施既卒者 (n=354)

今後５年程度先実施既卒者 (n=350)

新卒者 既卒者

新卒一括採用

通年採用

職種別・コース別採用

ジョブ型採用

100%   80% 60%  40%   20%  0%

６

 新卒者について、「通年採用」実施企業が33％から５年程度先には55％と、22％ポイント（79社）増
加。「新卒一括採用」の実施割合は、91％から５年程度先には79％と、12％ポイント（50社）減少。

 既卒者について、5年程度先も９割超の企業が「通年採用」を実施。
 「職種別・コース別採用」「ジョブ型採用」の実施割合が新卒・既卒者ともに増加。多様化が進む見込み。
 「ジョブ型採用」実施企業は、新卒者では４％から５年程度先には19％（68社）と、15％ポイント
（54社）増加、既卒者では27％から44％（153社）と、17％ポイント（58社）増加。従業員規模
が大きいほど、ジョブ型採用の実施を予定する企業の数が多い。

＜新卒者・既卒者の採用方法の動向＞ ＜従業員規模別ジョブ型採用実施（予定）企業数＞

注：「通年採用」の企業数は、「通年採用（随時選考）」と「通年採用（年複数回の選考）」の回答
数の合計から、随時選考と年複数回の選考の両方を実施している企業数を除いて集計

（複数回答可）

２．（２）採用方法（新卒一括採用、通年採用、ジョブ型採用等）

0 

0 

5 

9 

1 

4 

25 

38 

4 

13 

26 

52 

7 

22 

49 

75 

-160 -140 -120 -100 -80 -60 -40 -20 0 20 40 60 80

これまで実施 新卒者 (n=14)

今後５年程度先実施 新卒者 (n=68)
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今後５年程度先実施 既卒者 (n=153)

新卒者 既卒者

（社）80  60    40 20 0

300人未満

300～1000人未満

1000～5000人未満

5000人以上

（社）
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 「主として、即戦力の外部採用」の回答が多い分野は、「数理・データサイエンス・AI」、「システムエンジニ
アリング、プログラミング」、「法律・知的財産」。これらの分野は、「社内育成と外部採用が同程度」と合わ
せると過半数を占める。即戦力を有する専門人材を外部採用することで、育成・訓練にかかる時間を節
約し、環境変化に即応したいと考えている企業が多い。

 「主として、社内で育成」が過半数を占めた分野は、「経営幹部」、「人事・人材開発」、「マーケティング・
広報」。

＜分野別専門人材の採用・育成動向＞ ＜即戦力を有する専門人材の外部採用を行う理由＞

41.9%

25.3%

4.1%

5.7%

14.2%

5.4%

3.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

環境変化への即応

育成・訓練にかかる

時間の節約

育成・訓練にかかる

コストの節約

社内の活性化

イノベーション創出

生産性の向上

その他

(n=296)

注：分野別専門人材の採用・育成動向において、１つの分野でも「主として、即戦力の
外部採用」あるいは「社内育成と外部採用が同程度」と回答した企業を対象に調査

12.5%

17.2%

44.7%

31.0%

47.5%

61.9%

50.9%

62.4%

14.8%

28.2%

24.3%

6.4%

19.9%

9.3%

4.2%

6.9%

3.2%

5.6%

32.2%

38.8%

25.5%

34.5%

35.0%

25.7%

28.8%

22.2%

9.3%

7.4%

6.9%

9.3%

2.1%

0.0%

0.0%

2.4%

0.3%

5.6%

19.7%

12.9%

14.1%

12.5%

8.2%

8.2%

11.1%

11.9%

64.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

数理・データサイエンス・AI

(n=376)

システムエンジニアリング、

プログラミング(n=379)

研究・開発

(n=376)

法律・知的財産

(n=377)

財務・会計

(n=377)

人事・人材開発

(n=378)

マーケティング・広報

(n=379)

経営幹部

(n=378)

その他

(n=54)

主として、社内で育成 主として、即戦力の外部採用

社内育成と外部採用が同程度 専門人材を必要としない

未定

３．専門人材の採用・育成（今後５年程度先のトレンド）
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 大卒採用者に占める外国人の割合について、今後５年程度先で増加する企業は22％（82社）。
 外国人の大学卒採用を増やす理由として、「優秀な人材を確保するため」や「社内のダイバーシティを促
進するため」が3割以上。

＜大卒採用者に占める外国人の割合＞ ＜外国人の大学卒採用を増やす理由＞

35.4%

4.9%

7.3%

17.1%

1.2%

31.7%

1.2%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40%

優秀な人材を確保するため

特定分野の専門人材が日本人

だけでは充足できないため

国際感覚等が事業に

求められているため

事業の海外展開を

進めていくため

インバウンドに対応するため

社内のダイバーシティを

促進するため

人手不足を解消するため

その他

(n=82)

10.1%

60.4%

7.2%

21.5%

0.8%

21.8%

38.3%

1.6%

7.7%

30.6%

0% 20% 40% 60% 80%

外国人の割合が増している

割合に大きな変化はない

外国人の割合が

低下している

外国人を採用して

いない（しない）

未定

過去3年間の変化

(n=376)

今後５年程度の方向性

(n=376)

４．外国人の採用（過去３年間の変化、今後５年程度の方向性）



27.5% 46.1% 7.5% 18.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答社数

(n=375)

履修した科目と成績評価
研究室・ゼミでの研究内容
その他
学修履歴は特に問わない

５．採用選考における学生の学修経験の取扱い

９

 重視する学生の学修経験として、「大学での学修履歴」、「課外活動」と回答した企業がそれぞれ約８割。
 大学での学修履歴のなかで最も重視するものとして、「研究室・ゼミでの研究内容」（46％）が最多。
一方、19％の企業が「学修履歴は特に問わない」と回答。

 「学修履歴は特に問わない」理由について、「学修内容が仕事と直結しないため」（55％）、「大学間で
の成績比較が難しいため」（27％）が多い。

＜最も重視する学生の学修経験＞ ＜最も重視する大学での学修履歴＞

83.8%

11.2%

4.0%

7.2%

79.3%

6.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大学での学修履歴

インターンシップ経験

海外留学

取得した資格

課外活動

その他

(n=376)

＜大学での学修履歴を問わない理由＞

54.9% 0.0% 26.8% 18.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答社数

(n=71)

学修内容が仕事と直結しないため 大学の成績評価に信頼性がないため

大学間の成績比較が難しいため その他

（２つまで回答可）



第Ⅱ部：日本の大学に求められる改革
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１．教育面 （１）今後、優先的に取り組むべき教育改革

11

 今後、優先的に取り組むべき教育改革について、「課題解決型の教育プログラム（PBL等）の充実」
（68％）、「IT教育・AIリテラシー教育の推進」(44％）、「社会や企業のニーズに対応した教育プログ
ラムの迅速な構築・充実」(41％）が多い。

 優先的に取り組むべき教育環境・システム面の改革については、「企業や行政等と連携した実践的な教
育プログラムの推進」(64％）、「海外大学も含めた、大学間の単位及び学位の互換性・比較可能性の
向上」（40％）、「成績評価や卒業要件の厳格化」(34％）が多い。

＜教育プログラム面の改革＞ ＜教育環境・システム面の改革＞（３つまで回答可） （３つまで回答可）

43.9%

67.9%

27.3%

8.0%

29.7%

26.2%

41.4%

21.1%

17.6%

8.0%

1.6%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80%

IT教育・AIリテラシー教育の推進

課題解決型の教育プログラム

（PBL等）の充実

文理の枠を越えた

リベラルアーツ教育の充実

ダブル・メジャー、ダブル・ディグリー、

ジョイント・ディグリー、学部の枠を
越えた学位プログラムの構築

データサイエンス・AI等のエキスパート

人材育成に資する教育プログラムの構築

教育における産学連携の充実

（キャリア教育等）

社会や企業のニーズに対応した

教育プログラムの迅速な構築・充実

実践的なリカレント教育プログラムの充実

専門教育の充実

英語で授業を行う科目の拡大

特にない

その他

(n=374)

33.6%

39.5%

64.2%

26.6%

31.7%

11.0%

24.7%

9.7%

23.1%

9.1%

6.7%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80%

成績評価や卒業要件の厳格化

海外大学も含めた、大学間の単位及

び学位の互換性・比較可能性の向上

企業や行政等と連携した実践的な

教育プログラムの推進

オンライン教育・教育のICT化の推進

大学間連携による

教育プログラムの多様化

教育面を重視した教員評価の推進

質の高い実務家教員の登用促進

外国人教員・研究者の受け入れ拡大

日本人学生の海外留学の奨励

外国人留学生の受け入れ拡大

特にない

その他

(n=372)
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 オンラインの活用により一層推進すべき教育の取組みとして、「海外大学との連携授業」(73％）、「国
内の複数大学による連携授業」(58％）が多く、オンラインを活用した、海外・国内大学との教育連携を
期待する企業が多い。

 ハイブリッド型教育の実施体制・環境の整備に関しては、「教育効果を高める教授法や工夫・ノウハウの
蓄積・共有の促進」（67％）、「ハイブリッド型教育に適した学内設備・施設の充実」（53%）が多い。

＜オンラインの活用により、一層推進すべき教育の取組み＞ ＜教育の実施体制・環境の整備に関して推進すべき取組み＞
（３つまで回答可） （３つまで回答可）

73.4%

58.1%

37.1%

36.8%

32.3%

28.5%

22.8%

3.0%

1.3%

0% 20% 40% 60% 80%

海外大学との連携授業

国内の複数大学による連携授業

個別最適な学びに対応した教育

キャリア教育・インターンシップ

国際的な会議・学会・イベントへの参加

リカレント教育

学外実習・学外施設見学等

特にない

その他

(n=372)

66.8%

53.1%

45.8%

39.9%

30.2%

27.8%

11.3%

10.0%

4.0%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80%

教育効果を高める教授法や工夫・

ノウハウの蓄積・共有の促進

ハイブリッド型教育に適した

学内設備・施設の充実

学生に対する物心両面

でのサポートの充実

教育効果の向上に寄与する

デジタル教材の活用の促進

教育の質保証を実施する学内専門

組織の強化、外部評価の活用

ハイブリッド型教育に関する

適切な評価方法の確立

カリキュラム・単位制度の見直し

学修履歴証明書のデジタル化・

プラットフォーム化

特にない

その他

(n=371)

１．（２）ハイブリッド型教育への期待（オンラインの活用、実施体制・環境整備）
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 近年、日本の大学の研究力が他の先進国や中国と比べて急速に低下しつつあるとの指摘があるなか、
研究力低下の理由として、「若手研究者の経済的困窮・ポスト不足」(31％）、「政府からの財政支援
の削減」（25％）が上位を占めた。

 社会貢献面の課題として、「大学が有するシーズと社会や地域のニーズとのマッチング機会の確保」
（33％）、「大学側における地域や企業等との連携をコーディネートする人材の確保」(19％）が多い。

【大学の研究力低下の理由】 【社会貢献面の課題】

31.2%

24.7%

8.1%

5.9%

3.5%

0.5%

23.1%

3.0%

0% 10% 20% 30% 40%

若手研究者の経済的困窮・

ポスト不足

政府からの財政支援の削減

博士課程進学者数の減少

大型共同研究の実施における

大学と企業の連携不足

教員の研究時間の減少

海外からの研究者の

受け入れが不十分

わからない

その他

(n=372)

33.1%

18.5%

12.9%

8.3%

8.3%

5.1%

3.0%

9.9%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40%

大学が有するシーズと社会や地域の

ニーズとのマッチング機会の確保

大学側における地域や企業等との

連携をコーディネートする人材の確保

地域課題の解決に向けた

産学官のプラットフォームの構築

地域特有の課題の解決に

取り組む人材の育成・確保

部局横断的な産学連携・

社会貢献推進体制の構築

地域課題の解決に資する研究

および教育カリキュラムの充実

社会課題解決に向けた

大学の好事例の横展開

特にない

その他

(n=372)

２．研究面・社会貢献面の課題



３．学事暦の改革（秋季入学・卒業の導入等）
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 約６割の企業が、秋季入学・卒業の導入などの学事暦改革を進めるべきと回答。
 その理由として、「自社において多様な学生を採用できる機会が増える」（34%）、「海外留学をする日
本人の増加が見込まれる」（30%）が上位を占めた。

＜大学の学事暦に対する基本的な考え＞ ＜秋季入学・卒業の導入など学事暦改革を求める理由＞

11.6%

3.5%

21.0%

7.5%

22.3%

10.2%

21.0%

3.0%

0% 10% 20% 30%

入学・卒業時期は春季に統一すべき

秋季入学・卒業を実施している

大学数を現状水準で維持すべき

各大学の判断の下、秋季入学・卒業の

自主的な導入を拡大すべき

全国の大学で、秋季入学・

卒業の導入を実現すべき

各大学の判断の下、入学・卒業時期の

多様化を実現すべき

全国の大学で、入学・卒業時期の

多様化を実現すべき

特に意見はない

その他

(n=372)

33.5%

30.4%

16.1%

15.6%

0.9%

3.6%

0% 10% 20% 30% 40%

自社において多様な学生を

採用できる機会が増える

海外留学をする日本人

学生の増加が見込まれる

研究者の国際交流の機会拡大に

より、研究力の強化が見込まれる

日本の大学が受け入れる外国人

留学生の増加が見込まれる

特に理由はない

その他

(n=224)
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 大学入学定員に関して、回答企業の37％が「基本的に、定員を削減すべき」と回答。
 「例外的に定員増を認めてもよいケース」（注１）については、「社会的ニーズの高い分野（データサイエン
ス・AIなど）の学部を新設する場合」(70％）が最も多く、「地方創生に取り組む大学」や「リカレント教
育を推進している大学」も３割弱あった。

 東京都23区定員規制（注２）については、回答企業の34％が「社会的ニーズの高い学部の新設に限り、
定員増を認めるべき」と回答。

＜大学入学定員のあり方に関する基本的な考え＞

36.9% 28.0% 4.0% 10.2% 20.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答社数

(n=371)

基本的に、定員を削減すべき 基本的に、現状水準の定員を維持すべき
基本的に、定員を増やすべき その他
わからない

＜例外的に定員増を認めてもよいケース（注１）＞

69.6%

28.3%

27.4%

20.7%

3.0%

8.0%

0% 20% 40% 60% 80%

社会的ニーズの高い分野（データサイ

エンス・AIなど）の学部を新設する場合

国公私立に関わらず、

地方創生に取り組む大学

リカレント教育を推進している大学

地方創生に取り組む地方国立大学

その他

例外的な措置を設けるべきではない

(n=237)

（複数回答可）

注１：大学入学定員について、「基本的に、定員を削減すべき」および「基本的に、現状水
準の定員を維持すべき」と回答した企業に限定して調査

注２：地方からの若年者人口の流出を抑制するため、東京都23区に所在する私立大学の
学部・学科の新設や定員増について、2018年度より10年間認可しないとした規制

＜東京都23区定員規制（注２）に対する考え＞

15.7% 33.5% 7.6% 11.4%3.0% 28.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答社数

(n=370)

規制は存続すべき

社会的ニーズの高い学部の新設に限り、定員増を認めるべき

リカレント教育を推進している大学には、定員増を認めるべき

規制を廃止すべき

その他

わからない

４．大学入学定員のあり方



第Ⅲ部：産学連携
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25.7%

61.0%

82.7%

93.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

300人未満（n=35）

300人～1000人未満(n=77)

1000～5000人未満(n=139)

5000人以上(n=123)
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 回答企業の77％が産学連携の取組みを実施。従業員規模が大きい企業ほど産学連携の実施割合が
高く、従業員規模5,000人以上の企業では９割を超える。

 産学連携の取組みを行っていない理由については、「自社において、産学連携の取組みを行うための人
材が不足」（38％）が多かった。

＜産学連携の取組みの有無＞

＜産学連携の取組みを行っていない理由＞

6.9%

16.1%

0.0%

37.9%

1.1%

19.5%

18.4%

0% 10% 20% 30% 40%

大学が有する研究シーズが、自社の

ニーズや要求する水準を満たしていない

連携先を判断する大学・研究者に

関する情報が不十分

大学側の産学連携推進体制が不十分

自社において、産学連携を

行うための人材が不足

自社において、産学連携に

必要な資金が不十分

自社において、その他産学連携

推進体制が不十分

その他

(n=87)

産学連携の取組みを行っている企業 産学連携の取組みを行っていない企業

＜従業員規模別産学連携の実施割合＞

注：「産学連携の取組みを行っている」企業数は、回答社
数から「いずれの産学連携の取組みも行っていない」
回答数を除いて算出76.5% 23.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答社数

(n=374)

産学連携の取組みを行っている いずれの産学連携の取組みも行っていない

１．産学連携の取組み状況（１）取組みの有無等
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 取り組んでいる産学連携の類型としては、「組織対組織」（注１）による連携、「組織対組織」以外の連
携のいずれも、「研究面での連携」が最も多く、次いで「教育面での連携」が多い。

 産学連携を進めるにあたっての課題としては、「自社において、産学連携を行うための人材が不足」
(47%)、「連携先を判断する大学・研究者に関する情報が不十分」（36%)、「大学、企業等の組織
の壁を越えた機動的な人材交流が困難」（35%)が多い。

＜取り組んでいる産学連携の類型＞ ＜産学連携を進めるにあたっての課題＞

35.8%

27.7%

8.1%

7.0%

4.2%

46.7%

12.3%

14.0%

9.8%

32.3%

34.7%

16.8%

3.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

連携先を判断する大学・研究者に

関する情報が不十分

大学において、企業との連携を

コーディネートする人材が不足

大学において、産学連携に

関わる教職員や学生が不足

大学において、知的財産

マネジメントが不十分

大学において、その他産学連携

推進体制が不十分

自社において、産学連携を

行うための人材が不足

自社において、産学連携に

必要な資金が不十分

自社内において、産学連携に

対する理解が不十分

自社において、その他産学連携

推進体制が不十分

企業と大学の間で、ビジョンや目標、

時間軸・工程表等の共有が不十分

大学、企業等の組織の壁を越えた

機動的な人材交流が困難

特に課題はない

その他

(n=285)

（３つまで回答可）（複数回答可）

注１：「組織対組織」とは、個人的な連携にとどまらない大学と企業との１対１のパートナーシップや、
複数の関係者（他大学や国立研究開発法人、国・地方公共団体等を含む）によるコンソーシアム
の構築等によるプロジェクトを指す。
「組織対組織」以外の連携は、研究者や教員との個人的な連携によるもの

注２：当該類型に当てはまり、かつ地域活性化への貢献が期待される産学連携に取り組んでいる企業
の割合

67.9%

48.1%

19.8%

36.6%

14.5%

31.3%

0.8%

17.6%

14.5%

0.8%

3.1%

3.1%

6.9%

0.0%

79.6%

62.4%

22.7%

26.3%

16.9%

31.8%

2.0%

25.1%

24.7%

3.9%

5.9%

7.5%

9.8%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施企業の割合

地域活性化に貢献すると期待される産

学連携の実施企業の割合（注２）

実施企業の割合

地域活性化に貢献すると期待される産

学連携の実施企業の割合(注２）

組織対組織以外

(n=131)

組織対組織

(n=255)

研究面での連携

教育面での連携

大学の研究成果に

関する技術移転

研究者による技術指導

大学発ベンチャーへの

参画

人的交流

その他

100% 80% 60% 40% 20% ０%

１．（２）取り組んでいる産学連携の類型、推進にあたっての課題
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２．地域活性化に資する産学連携において、大学や官に期待する役割

 地域活性化に資する産学連携において、大学に期待する役割として、「地域を担う人材の育成」
(52%)、「地域資源を活かした研究開発の推進」(48%)、「地域の様々な主体をつなぐハブ機能の発
揮」(46％)が多い。

 官（特に地方公共団体）に期待する役割としては、「産学連携活動ネットワークの形成支援」(41%)、
「補助金・助成金・税制措置等による資金面の支援」(40％）、「社会実装・実証事業の推進」
（38%)が多い。

＜大学に期待する役割＞ ＜官（特に地方公共団体）に期待する役割＞ （２つまで回答可）（２つまで回答可）

47.9%

27.7%

52.1%

46.2%

4.2%

12.6%

1.7%

1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

地域資源を活かした研究開発の推進

地域資源を活かした大学発

スタートアップ・新事業の創出

地域を担う人材の育成

地域の様々な主体をつなぐ

ハブ機能の発揮

対象地域外の大学等との連携

大学が所有する施設・資産等の活用

特にない

その他

(n=119)

40.7%

22.9%

22.0%

38.1%

6.8%

39.8%

22.9%

3.4%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

産学連携活動ネットワークの形成支援

行政区域の枠を越えた

広域的な連携の先導

マッチング機能の充実

社会実装・実証事業の推進

PR活動の展開

補助金・助成金・税制措置等による

資金面の支援

特区をはじめとする規制緩和等による

制度面の支援

特にない

その他

(n=118)
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３．海外大学との産学連携

 回答企業の31%が、海外大学との間で産学連携の取組みを実施。
 海外大学の方が日本の大学と比べて産学連携に取り組みやすい点について、「特にない」(46%)、「海
外大学の有するシーズが自社のニーズによりマッチしている」(42%)が多い。

＜海外大学との産学連携の取組みの有無＞ ＜海外大学の方が日本の大学と比べて産学連携に取り組みやすい点＞

（複数回答可）
31.4% 69.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答社数

(n=341)

海外大学との間で産学連携の取組みを行っている

海外大学との間で産学連携の取組みを行っていない

42.1%

18.7%

15.0%

8.4%

4.7%

45.8%

15.9%

0% 20% 40% 60%

海外大学の有するシーズが

自社のニーズによりマッチしている

大学側に産学連携活動全体を

マネジメントする人材がいる

産学連携に関わる教職員や

学生が十分に配置されている

大学側に知的財産マネジメントの

仕組みが構築されている

産学連携による知的財産収入等を

戦略的に再投資する仕組みがある

特にない

その他

(n=107)

（複数回答可）

注：「海外大学との間で産学連携の取組みを行っている」企業数は、回答社数から「海外
大学との間で産学連携の取組みを行っていない」回答数を除いて算出

注：「海外大学との間で産学連携の取組みを行っている」企業数に占める各選択肢の回答
数の割合を算出
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【参考】「組織対組織」による産学連携の取組事例（概要）〔詳細は別冊参照〕

 「組織対組織」による産学連携の取組事例（１社あたり最大５事例）として、177社から336事例寄
せられた（うち公表可能な事例は82社から164事例）。

 研究面での連携事例が222事例（66％）、教育面での連携事例が148事例（44％）。
 地域活性化に貢献すると期待される事例は105事例（31％）。
 行政(国・地方公共団体）の参画事例は54事例（16%) 。

＜「組織対組織」による産学連携の取組事例の類型＞ ＜地域活性化に資すると考える事例の効果・狙い＞

（複数回答可）（複数回答可）

以上

70 

42 

30 

28 

23 

21 

15 

7 

0 20 40 60 80

地域を担う人材の育成

・還流・定着

地域ネットワークの構築・強化

地域資源を活かした技術開発

地域資源を活かした商品・

製品の開発・改良

地域発スタートアップの創出

地域産業の生産性向上

観光など地域としての

魅力度向上

その他

(n=105)

（件数）

注：１企業最大５事例

222 

148 

69 

74 

26 

91 

19 

0 50 100 150 200 250

研究面での連携

教育面での連携

大学等の研究成果による技術移転

研究者による技術指導

大学発ベンチャーへの参画

人的交流

その他

(n=336)

（件数）
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